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概要資料 

 
調査の概要 
本調査では、我が国の大学・公的機関・民間企業等で現在研究活動を行っている 2,000

名の研究者に対して、現在の所属機関や学位取得状況、職業経歴、流動に対する意識面な

どを調査項目として調査を実施しました。有効回答者数は 1,036 名（民間企業 509 名、大

学等 311 名、公的機関 180 名、非営利団体・その他 36 名）であり、有効回答率は 51.8%
でした。この調査により以下のことが明らかとなりました。 
 
調査結果の概要 
１．流動状況 
①これまでのキャリアにおける異動経験 

回答者のこれまでのキャリアにおいて異動を経験したものの割合は 66.1％を占める。

2000、2002、2004 年度に実施された文部科学省調査(※)での研究者異動経験有無を調査した

結果と比較して、異動経験者の割合は増加している。 
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図 1. これまでのキャリアにおける異動経験有無の割合（経年変化） 
 
異動経験割合を勤務先セクター別に比較すると、民間企業に所属するもので異動経験の

ある研究者は 53.0%と他のセクター（大学等[83.3%]、公的研究機関[71.1%]、非営利団体・

その他[82.4%]）と比較して非常に少ない。 
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図 2. これまでのキャリアにおける異動経験有無の割合（セクター別） 

 
②これまでのキャリアにおける異動回数 

回答者全体の異動回数平均は 1.32 回であり、そのうち博士号を取得した研究者（回

答者全体の 55.7%）に着目してキャリア異動回数を比較してみると、博士号取得者のキ

ャリア異動平均回数は 1.53 回であり、博士号を取得していない研究者のキャリア異動

平均回数 1.07 回と比べると、博士号取得者の異動回数は多い。 
また、博士号取得者のうちでポスドク経験者（回答者全体の 12.0%）と未経験者のキ

ャリア異動回数を比較すると、ポスドク経験者のほうが平均異動回数（2.65 回）は多い。

博士号取得者特にポスドク経験者が研究者の流動性を担っているといえる。 
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図 3. これまでのキャリアにおける異動回数（博士号取得別、ポスドク経験別） 

 
③国内外のキャリア異動状況 
これまでの国内及び海外を含むキャリア異動状況を整理すると、国内機関間の異動は全

体の 88.2%を占め、国内機関から海外機関への異動は 5.3%、海外機関から国内機関への異

動は 6.0%、海外機関間の異動は 0.5%である。国内海外間の流動は少ない。 
 



表 1. 国内外のキャリア異動回数（延べ数） 
異動先 [N=1,014] 

※不明を除く 国内機関 海外機関

894 回 54 回国内 

機関 88.2% 5.3%

61 回 5 回

異
動
元 海外 

機関 6.0% 0.5%

不明もしくは

無記入 
357 回 

 
④異動に伴う処遇の変化 

異動前後の給与（平均年収）を比較してみると、異動全体の 78.2%において給料が増加

しており、変化なしもしくは給与が減少したのは全体の 21.4％を占める。研究者の異動に

伴って給与（平均年収）が上昇していることがわかる。 
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図 4. キャリア異動前後における給与（平均年収）の変化 

⑤近い将来日本を離れて海外で研究活動を行う予定 
回答者に近い将来日本を離れて海外で研究活動を行う予定について質問したところ、予

定していると回答したものが 2.0%と少なく、予定していないと回答したものが 96.1%を占

める。日本で活動する研究者で海外にて研究活動を行おう考えるものは少ないという状況

が見てとれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5. 近い将来日本を離れて海外で研究活動を行う予定 
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２．流動に関する意識 
①日本人研究者の流動状況 
日本人研究者の流動状況について 5 年前と比較すると、やや増加したという回答が多い。

しかしながら他先進諸国との流動性を比較すると国内機関間及び国内から海外、海外から

国内の流動とも低いという回答が多く、特に国内から海外への流動性がより低いという回

答が多い。 
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図 6. 5 年前と比較した日本人研究者の流動状況 
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図 7. 日本における流動性と他先進諸国との比較 

 
②国内から海外への流動が低い理由 
国内機関から海外機関への流動性が他の先進諸国と比較して低い理由として、“海外へ

移籍した後、日本に帰ってくるポストがあるか不安”という帰国後のポストの不安や“海

外の研究機関に移籍するためのコネクションがない”というコネクションの問題が強く意

識されている。また“日本の方が生活環境がよい”や“他の先進諸国と距離的に離れてい

る”という生活環境や地理的な問題の意識も強い。 
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図 8.  国内から海外への流動性が先進諸国に比べ低い理由 



③日本において研究者の流動性が増加した際のメリット・デメリット 
日本において研究者の流動性が増加した際のメリットについて、“所属機関は新しい研

究領域を開拓できる”、“所属機関は新しい文化を取り入れられる”といった所属機関の研

究・文化の発展に関する項目の意識が強く、研究者個人にとっても“研究者が異分野との

研究者と交流できる”という研究者交流の発展に関する項目の意識が強い。全体的には、

所属機関にとっても研究者個人にとっても様々なメリットがあることがわかる。 
次に、日本において研究者の流動性が増加した際のデメリットとしては、“所属機関のノ

ウハウが流出しやすくなる”、“長期の研究計画の設定が困難になる”や“所属機関は優れ

た人材を失いやすくなる”といった人材、ノウハウの流出だけでなく、長期研究計画の設

定・実施が困難であるという意識が強い。研究者の給与に関しては、流動性の増加にあま

り左右されないという意識が伺える。 
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図 9. 日本において研究者の流動性が増加した際のメリット 
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図 10. 日本において研究者の流動性が増加した際のデメリット 
 


